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Ⅰ　序　　論

急速に少子高齢化が進行する日本において，労
働力を量的に確保することは現状困難であり，経

特集●学び直し

リカレント教育の経済への影響

近年，リカレント教育は，労働者の雇用・所得の増加，および人的資本の蓄積・経済成長
の促進をもたらすものとして期待されている。このため，どのような内容のリカレント教
育がどの程度労働者の生産性や経済成長に影響を与えるのかを分析することが重要とな
る。本研究では，労働者が受けてきた従来の学校教育とリカレント教育の内容との関係性
に着目し，海外の事例や先行研究を参照しながら，リカレント教育が経済に与える影響に
ついて考察する。リカレント教育に対するニーズは，労働者が備えている知識・スキルに
依存して，発展的な知識・スキルを修得するものと，基礎的な知識・スキルを修得するも
のがある。従来の学校教育とリカレント教育が補完的な場合，教育水準が高い労働者を対
象とした発展的な知識・スキルを修得するリカレント教育が効果的となり，雇用，所得，
人的資本，経済成長にプラスの影響をもたらす。一方，従来の学校教育とリカレント教育
が代替的な場合，リカレント教育の効果は教育水準によって異なる。後者の場合，海外で
は，従来の学校教育の水準が初等・中等教育の段階にある労働者を対象としたリカレント
教育が推進されてきた。しかし，海外と比べて平均的な教育水準が高い日本では，高等教
育を既に受けた労働者を対象としたリカレント教育を促進することが労働者の雇用・所得
の増加，および人的資本の蓄積・経済成長の促進に繫がると考えられる。

田中茉莉子
（武蔵野大学准教授）

済成長のために労働力の質的向上および技術水準
の向上が喫緊の課題となっている。

従来は，学校教育と企業による教育が労働力の
質的向上に大きく貢献してきた。例えば，上島

（2013）は，日本の高度経済成長期に，学校教育
による人的資本の蓄積が技術進歩と相俟って急速
に進んだこと，企業内訓練（OJT）を通じて，主
として男性労働者が企業特殊的スキル等の実践的
スキルを習得したこと，そして，こうした人的資
本の蓄積が新技術の導入や活用を促進したことが
企業の労働生産性を高め，経済の持続的成長を支
える一因となったことを指摘している。

しかし，その後の企業による教育機会の提供
は減少傾向にある。例えば，原（2007）は，厚
生労働省「能力開発基本調査」の事業所・企業
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調査において，計画的な企業内訓練については，
1987 年に 74.2％あった事業所の実施割合が 1998
年に 30％を切り，2000 年以降 40％台を推移し
ていること，企業外訓練（Off-JT）については，
1986 年から 1992 年にかけて 70％～ 80％あった
事業所の実施割合が 1993 年から 2003 年にかけ
て 50％～ 60％へと低下していることを指摘して
いる。また，同論文は，「働き方と学び方に関す
る調査」を用いて，1970 年代前半から 2000 年代
前半にかけての企業の能力開発の特徴を分析し，
1970 年代前半と比較して 2000 年代に入ってから
の Off-JT が減少傾向にあること，一方で，上司
や同僚による仕事上の指導やアドバイスといった
一種の OJT が盛んな企業では，Off-JT も積極的
に行われていることを指摘している。前述の上
島（2013）を踏まえると，企業による教育機会の
提供が減少することで，経済の持続的成長を支え
る要因が損なわれている可能性があると考えられ
る。

近年は，少子高齢化による労働力不足に対応す
るため，出産・育児・介護等で離職した労働者
の復職が 1 つの重要課題となっている。同時に，
ICT・AI 等の技術革新が急速に進行する中で，
学校教育を通じて修得される一般的スキルのみで
はビジネス環境の激変に対応できず，企業も労働
者も対応を迫られている。

そこで，各個人が経済環境の変化に柔軟に対
応し，生産性を向上させるスキルを獲得できる
可能性として，学び直し（以下では，リカレント
教育とする）が注目されるようになっている。平
成 30 年 3 月 23 日開催の第 6 回人生 100 年時代構
想会議でリカレント教育が議題となり，安倍首相
が「生産性革命を推進する上で，鍵となるもの」
と総括で述べた（首相官邸 2018）ことが示すよう
に，リカレント教育は，日本の経済成長を促進す
るものと期待されている。

リカレント教育の重要性を周知することで，経
済成長の維持・促進が自動的に達成されるのであ
れば，政策上の困難はそれほど深刻ではない。し
か し，OECD（2003） の“Beyond Rhetoric” と
いう報告書のタイトルが示唆するように，リカレ
ント教育に関する広報だけでは経済成長や労働者

間の教育機会の格差等の問題を解決できず，リカ
レント教育をどのように推進するかが課題とな
る。また，リカレント教育の機会を利用するか否
かは個人の自主性に任されるため，経済成長に必
要なリカレント教育の水準が十分に確保できると
は限らない。加えて，一律のリカレント教育プロ
グラムが異なるバックグラウンドを有する労働者
に有効であるとは限らない。このため，リカレン
ト教育を推進する場合には，どのような内容のリ
カレント教育がどの程度労働者の生産性や経済成
長に影響を与えるのかを分析することが重要であ
る。

そこで，本稿では，労働者が受けてきた従来の
学校教育とリカレント教育の内容との関係性に着
目し，海外の事例も参考にしながら，リカレント
教育が経済に与える影響について分析する。特
に，OECD は，OECD（2005）で成人教育（adult 
learning/adult education）1）に，OECD（2019）で
高等教育（tertiary education）に焦点を当てて，
成人教育や高等教育の促進が労働者や労働市場に
与える影響について報告するなど，リカレント教
育関連の多くのデータや資料を提供している。こ
のため，本稿でも OECD による分析を適宜紹介
する。

ただし，OECD が注目しているリカレント教
育と日本で議論されているリカレント教育のタ
イプが異なることには注意が必要である。OECD
の報告書がリカレント教育を過去に十分な教育を
受けられなかった労働者に対する教育機会の提供
として位置づけている一方，日本では，むしろ高
度人材の育成に重点が置かれている。しかし，日
本において，OECD の推進するリカレント教育
が重要でないということではない。技術進歩に伴
って過去に蓄積した知識・スキルが減耗する可能
性を考慮すると，OECD が重視するタイプのリ
カレント教育は，技術進歩が加速する現代だから
こそ，日本においてもニーズは高いと考えられ
る。このようなリカレント教育に対する多様なニ
ーズについても本論で議論する。

Ⅱでは，リカレント教育の経済学における位置
づけについて考察する。Ⅲでは，従来の学校教育
とリカレント教育との関係性について整理する。
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特に，①従来の学校教育とリカレント教育との関
係が補完的となるケース，すなわち，従来の学校
教育の水準が高い労働者ほど，リカレント教育が
効果的となるケース，と②従来の学校教育とリカ
レント教育との関係が代替的となるケース，すな
わち，従来の学校教育の水準が高い労働者ほど，
リカレント教育が効果的ではなくなるケースとに
分類する。その上で，Ⅳでは，リカレント教育が
雇用および所得に与える影響，Ⅴでは，リカレン
ト教育が人的資本の蓄積および経済成長に与える
影響について分析する。最後に，Ⅵで結論を述べ
る。

Ⅱ　リカレント教育の経済学における
　位置づけ

１　リカレント教育の概念

リカレント教育とは，1970 年代初頭に OECD
が提唱した概念であり，学校教育を終えて社会
に出た後，個人のニーズに合わせて再び教育を
受ける，循環・反復型の一種の生涯教育（lifelong 
learning）を意味する。リカレント教育は，学校
教育に限定されず，ノン・フォーマル教育（non-
formal education）を含む，多様な学習機会を提
供している。OECD（2019）において，学校教育
は，小学校・中学校・高等学校・大学・その他公
的教育機関で提供される，子供や若者を対象とし
た計画的な教育であり，通常，フルタイムの段階
的な課程と定義される。一方，ノン・フォーマル
教育は，学校教育に該当しない，あらゆる年齢を
対象として，教育機関内外で提供される，ラーニ
ングコース，プライベートレッスン，OJT のた
めの組織的なセッション，ワークショップやセミ
ナーを含む，持続的な教育活動と定義される。主
として 25 歳から 64 歳が分析対象とされている。

な お， 国 連 は 2015 年 に 策 定 し た SDGs
（Sustainable Development Goals）のうち，教育に
関する目標である SDG4 において，2030 年まで
に全ての人を対象に包括的で公平な質の高い教育
を保障し，生涯教育を促進することを定めてい
るが，OECD（2019）では，この目標達成のため

に，高等教育が一定の役割を果たしていると評
価している。また，SDG4.4 および SDG4.6 では，
若者と大人が職業訓練，高等教育あるいは成人教
育を通じて，読み書き，計算，コンピューターリ
テラシー，ICT スキルなどを含むスキルを獲得
すること，そして SDG4.7 では，持続可能な発展
を促進するために必要な知識やスキルを獲得する
ことを目標としている。このように，リカレント
教育は，SDG4 の達成に貢献する重要な要素と位
置付けられている。

２　経済学における位置づけ

経済学の文脈でリカレント教育の影響を分析す
る際の視点は，労働者の雇用および所得に与える
影響と，労働者の蓄積した人的資本が生産活動を
通じて経済成長に与える影響の大きく 2 つに分け
られると考えられる。

第一の視点は，労働者個人の経済活動への影響
という視点である。労働者がリカレント教育を通
じて，個人のニーズに合った知識やスキルを獲得
することで，個人の条件に合った雇用機会を得ら
れる確率が高まる。加えて，賃金は，理論上，労
働生産性と等しくなるため，上昇した労働生産性
に見合った高い賃金・所得を得られるようにな
る。実際，OECD（2005）は，リカレント教育が
個人の生産性，イノベーション，雇用機会に強い
プラスの影響を与えると述べており，リカレント
教育を受けた個人がより高い所得を得るといえ
る。

第二の視点は，一国あるいは世界全体の経済成
長への影響という視点である。生産活動は，労
働，資本，技術という 3 つの生産要素を用いて行
われる。物的資本の増加による経済成長には限界
があるため，一人当たり経済成長率の長期的な上
昇には，人的資本の蓄積と技術の向上が鍵とな
る。リカレント教育を通じて労働者の人的資本が
増加し，経済全体の人的資本を十分に蓄積できれ
ば，長期的な経済成長に結びつくことになる。ま
た，蓄積された人的資本によっては，イノベーシ
ョンを通じてさらに経済成長を促進し得る。

以上から，リカレント教育を促進することで，
労働者の雇用・所得が上昇すると共に，人的資
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本の蓄積を通じて経済成長が維持・促進されるこ
とが予想される。アベノミクスの成長戦略では，

「人材の活躍強化」（内閣官房 2015）が重要な柱と
して位置付けられており，そこでは，「女性・若
者・高齢者等，それぞれの人材がさらに活躍でき
る環境を作り出す」こと，そして「変革のスピー
ドが早い現代において，企業はビジネスモデルを
短期間で大胆に変化させていくこと」が求められ
る中，「変革を先回りし，来るべき新たな波に合
わせて能力やスキルを柔軟に鍛え直していくこ
と」が必要となると述べている。そこでは，リカ
レント教育が個人の生産性を上昇させ，経済の持
続的な成長を促進すると考えられている。

ただし，リカレント教育を促進する政策を実施
しても，労働者のニーズに合ったプログラムが提
供されなければ，労働者個人が主体的に教育を受
けず，経済成長に必要な人的資本の水準を確保で
きない。このため，リカレント教育が経済に与え
る影響は，プログラムの内容と労働者のニーズと
の関係性，すなわち，リカレント教育がどのよう
な労働者を対象とした教育であるのかによって異
なると考えられる。そこで，Ⅲでは，リカレント
教育の内容と労働者のニーズとの関係性について
考察する。

Ⅲ　リカレント教育の内容と労働者の
　ニーズとの関係性

１　リカレント教育に対する労働者のニーズ

労働者のリカレント教育に対するニーズは，労
働者が備えている知識・スキル，すなわち人的資
本に依存する。人的資本は，初等・中等教育をベ
ースに，高等教育とリカレント教育を通じて蓄積
されるが，リカレント教育に参加する段階での労
働者の教育水準は多様であり，全員が必ずしも高
等教育を修了しているとは限らない。

OECD（2019）では，OECD 諸国の 30 歳から
39 歳を対象とした，学校教育への入学に関する
2017 年のデータを用いて，リカレント教育を受
講する人々の教育水準が多様であることを示して
いる。図が示す通り，多くの先進国では，労働市
場での高等教育に対する根強い需要を反映して高
等教育の割合が最も大きいものの，高等教育以前
の教育が一定の割合を占めている国も存在する。
例えば，オーストラリア，ベルギー，フィンラン
ドでは，学校教育を受けた人々のうち，少なくと
も 40％が後期中等教育（upper secondary）か高
等教育ではない中等後教育課程（post-secondary 
non-tertiary）に入学している。また，メキシコで
は，約半数が後期中等教育以下の課程に入学して

図　OECD諸国のリカレント教育の水準別入学率

資料出所：OECD/UIS/Eurostat（2019：Table A7.5）
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いる。特に，スウェーデンやフィンランドでは，
国を挙げて，高等教育以前の教育水準の人々を対
象としたリカレント教育を促進している。スウェ
ーデンの公教育制度では，少なくとも 20 歳で前
期中等教育（lower secondary）を修了していない
全てのスウェーデンの居住者に対して，成人教育
および訓練が無料で提供されている。また，フィ
ンランドでは，成人が若者と同じ教育および職業
資格を取得することができ，成人と若者が共に学
ぶケースも存在する。OECD（2019）は，こうし
た取組みが，リカレント教育の参加率が国際的に
みて高い水準となっていることに寄与しているの
ではないかと推察している。 

以上を踏まえると，労働者がそれまでに受けて
きた教育水準の違いによって，リカレント教育の
ニーズは大きく 2 つに分類できると考えられる。
第一に，既に後期中等教育を修了している労働者
にとってのリカレント教育に対するニーズは，高
等教育によって発展的な知識・スキルを修得する
ことにある。第二に，高等教育以前の教育水準に
とどまっている労働者にとってのニーズは，成人
教育によって最低限必要となる基礎的な知識・ス
キルを修得することにある。いずれの労働者にと
っても，リカレント教育を受けることで，人的資
本を蓄積し，生産性を高められることが期待され
る。しかし，プログラム内容が労働者のニーズと
異なる場合には，教育効果は損なわれてしまう。
そこで，以下では，労働者のニーズに焦点を当て
ながら，リカレント教育が経済に与える影響につ
いて分析する。

２　労働者のニーズに基づくリカレント教育の分類

Ⅲ1では，リカレント教育を受ける労働者に
は，大きく分けて，高等教育以前の教育水準に
とどまっている労働者と高等教育段階の労働者
の 2 種類が存在し，労働者の教育水準によって，
リカレント教育に対するニーズが異なることを
明らかにした。OECD 諸国では，高等教育を受
けた人々ほどリカレント教育を受ける傾向があ
る（OECD 2003）一方，勉学の機会を得られなか
ったり，退学せざるを得なかったりする労働者も
一定数存在するため（OECD 2019），先進国にお

いて今もなお成人教育の機会を提供することに意
義がある。加えて，ICT や AI 等の技術革新に伴
い，高等教育段階で学習していたプログラミング
の授業が成人教育の段階に拡大しつつあるよう
に，必要とされる成人教育が高度化することで，
高等教育を修了した労働者にも成人教育の機会を
提供する必要性が高まっている。

技術革新が急速に進行し，人的資本の減耗率が
高い労働環境では，中高年世代が労働市場をリー
ドし続けるために，知識やスキルをアップデート
することが求められる。また，労働力不足への対
応として女性労働力の活用も議論されているが，
出産等によりいったん離職した女性が復職する際
にも，成人教育は重要な役割を果たす 2）。

以上のように，リカレント教育に対するニーズ
は，労働者の人的資本，すなわち労働者がこれま
でに受けてきた学校教育の水準を反映している。
そこで，本稿では，従来の学校教育の水準とリカ
レント教育の内容との関係性を大きく 2 つのケー
スに分類する。まず，第一のケースは，従来の学
校教育とリカレント教育との関係が補完的となる
ケースである。このケースは，従来の学校教育の
水準が高い労働者ほど，リカレント教育が効果的
となるものである。例えば，労働者が会社からの
派遣で留学し，より専門的な知識・スキルを修得
するケースが考えられる。そして，第二のケース
は，従来の学校教育とリカレント教育との関係が
代替的となるケースである。このケースは，従来
の学校教育の水準が高い労働者ほど，リカレント
教育が効果的ではなくなるものであり，さらに 3
つのタイプに分類できる。第 1 のタイプは，成人
教育の中でも，読み書きや計算といった初等教育
に該当する教育である。このタイプの教育は，先
進国というよりもむしろ発展途上国での役割が期
待される。第 2 のタイプは，初等教育は修了して
いるものの，高等教育以前の教育水準，すなわち
中等教育の段階の労働者を対象とした成人教育で
ある。例えば，前述の OECD（2019）で紹介され
ていた，スウェーデン等における高等教育以前の
教育水準の人々を対象とした成人教育が挙げら
れる。第 3 のタイプは，高等教育を既に修了して
いるものの，知識・スキルのアップデートを必要
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とする労働者を対象とした成人教育である。例え
ば，復職を希望する女性を対象として，日本女子
大学がリカレント教育課程を設置している事例が
挙げられる。

以下では，従来の学校教育とリカレント教育が
補完的なケースおよび代替的なケースのそれぞれ
について，リカレント教育が経済に及ぼす影響に
ついて分析する。

Ⅳ　リカレント教育が労働者の雇用およ
　び所得に与える影響

１　従来の学校教育とリカレント教育が補完的な

ケース

従来の学校教育と補完的なリカレント教育の
代表的なものとして，高等教育が挙げられる。
OECD（2019）の 2018 年のデータによると，25
歳から 34 歳時点で高等教育を修了している労働
者の就業率が OECD 諸国平均で 85％であるのに
対して，後期中等教育までの労働者では，76％
にとどまっている。また，失業者に占める，長
期失業者の割合は，高等教育修了者の場合には
OECD 諸国平均で 29％であるのに対して，中等
教育までの労働者の場合には，36％と高くなって
いる。加えて，高等教育修了者の所得を中等教育
までの労働者と比較すると，25 歳から 34 歳まで
の労働者の場合には OECD 諸国平均で 38％，45
歳から 54 歳までの場合には 70％と高い水準とな
っている。このことから，高等教育は労働者の雇
用および所得に対して，プラスの影響を与えると
いえる。

国別のデータを用いた研究としては，イギリ
スの 1958 年生まれの人々を対象とした追跡調
査 で あ る「National Child Development Study

（NCDS）」を用いて，雇用者が提供するリカレ
ント教育の効果を分析した Vignoles, Galindo-
Rueda and Feinstein（2004）が挙げられる。こ
の研究は，技術水準や生産性の高い労働者に企
業がリカレント教育の機会を与える傾向がある
こと，さらに，リカレント教育を受けた労働者
の賃金が有意に上昇していることを明らかにし

ている。したがって，企業による補完的なリカ
レント教育の提供が，労働者の所得に対してプ
ラスの影響を与えるといえる。OECD（2003）で
は，多くの国において，受講による成果が見込
まれる労働者を雇用者が選抜し，支援する傾向
にあることが指摘されており，Vignoles, Galindo-
Rueda and Feinstein（2004）の結果と整合的で
ある。また，Dorsett, Lui and Weale（2016）は，

「British Household Panel Survey」を用いて，リ
カレント教育による追加的な学歴の取得が 25 歳
から 60 歳までの男性の賃金に与える影響を分析
し，保有する学歴よりも高い学歴を取得した場合
の時給が増加する傾向が見られることを明らかに
している。特に，若年層や保有する学歴がそれほ
ど高くない労働者，それまでの最高学歴が学究的

（academic）ではない労働者に効果的であること
が示されている。以上の一連の研究は，補完的な
タイプのリカレント教育が所得の上昇に効果的で
あることを示唆している。

なお，OECD（2003）は，補完的なリカレント
教育が企業の自発的な取組みによって促進されや
すい一方，技術水準が低い労働者，高齢の労働
者，中小企業の労働者，非正規雇用の労働者が企
業から支援を受けられないという問題も指摘して
いる。このことは，次に分析する代替的なリカレ
ント教育については，民間の自発的な取組みに任
せても，十分に機能しない可能性が存在すること
を示唆している。

２　従来の学校教育とリカレント教育が代替的な

ケース

代替的なリカレント教育に該当するプログ
ラムとしては，スウェーデンの全自治体で，
1997 年から 5 年間にわたって実施された Adult 
Education Initiative（AEI）と呼ばれる 5 年間の
リカレント教育プログラムが挙げられる。このプ
ログラムは 3 年制の後期中等教育を終えていな
い失業者に成人教育の機会を提供するものであ
り，2000 年までに失業者を半減させるという政
府方針の一環として導入された。前述の分類にお
ける第 1 のタイプおよび第 2 のタイプ，すなわち
初等・中等教育の段階の労働者を対象とした成人
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教育に該当するプログラムであると考えられる。
Stenberg（2005）は，AEI が雇用に与える影響
について，AEI 以前から実施されてきた Labor 
Market Training（LMT）のうち職業にかかわる
訓練と比較し，AEI によって失業者が減少した
一方，失業期間が長期化したことを明らかにし
た。論文ではこの背景のメカニズムについて明ら
かにされていないが，一般に，失業者の大半は短
期的な失業者であることから，リカレント教育が
短期的な失業者の減少に貢献した結果，残された
失業者の失業期間が長期化したとも解釈できる。
もし，この解釈が正しければ，代替的なリカレン
ト教育は，雇用の改善とその結果としての所得の
向上にプラスの影響を与えるといえる。

また，Cavaco, Fougère and Pouget（2009）は， 
フランスの離職者（displaced worker）を対象と
したプログラム“Convention de conversion”が
雇用に与えた影響について分析している。論文で
は，フランスの厚生省が 1995 年 4 月から 6 月に
離職した，3 つの行政地域（パリ = イル・ド・フ
ランス地域圏，ノール＝パ・ド・カレー地域圏，プ
ロヴァンス＝アルプ＝コート・ダジュール地域圏）
の労働者を対象として収集した，1995 年から
1998 年までのデータを用いて，解雇から 6 カ月
間行われる短期の職業訓練の影響に焦点を当てて
いる。離職者の教育水準の約 14％が大学レベル，
約 42％が専門学校レベル，初等教育，中等教育
レベルがそれぞれ約 13％，約 14％であり，様々
な教育水準の労働者が参加している。この職業
訓練のうち，追加的な訓練には，コンピュータ
ー，会計，経営，言語等が含まれており，このプ
ログラムは前述の分類における 3 つのタイプのリ
カレント教育を全て含むものと考えられる。論文
では，プログラム参加日から 2，3 年で雇用率が 
6％上昇したことが示され，この雇用率の上昇が，
正規雇用での雇用率の上昇によるものとしてい
る。

一 方，Silles（2007）は，前 述 の Vignoles, 
Galindo-Rueda and Feinstein（2004）と同じ

「National Child Development Study（NCDS）」
の 33 歳から 42 歳までの男性の成人教育に関す
るデータを用いて，成人教育によって学歴が向

上した労働者のうち 90％弱が退学等で学歴を持
たない労働者であることを指摘し，成人教育を
追加的に受けること自体が人的資本の収益率や
所得を高めないことを明らかにした。このこと
は，前述の分類における第 1 のタイプ，すなわち
初等教育の段階の労働者を対象とした成人教育に
よって学歴を向上させても，労働者の生活水準
の改善には役立たないことを示唆している。ま
た，Stenberg, de Luna and Westerlund（2012）
は，中年労働者を対象とした初等教育あるいは前
期中等教育段階の成人教育，すなわち，前述の分
類における第 1 および第 2 のタイプのリカレン
ト教育が退職年齢に有意な影響を与えなかった
ことを明らかにした上で，リカレント教育は労働
市場での生産性向上や公平性等の社会問題の枠組
みで議論するべきであると述べている。さらに，
Coelli and Tabasso（2019）は，オーストラリア
の「Household, Income and Labour Dynamics in 
Australia（HILDA）Survey」を用いて 3），職業
教育訓練（vocational education and training, VET）
が就業確率，時給，労働時間，職業上の地位とい
った労働市場に関する指標に与える影響について
検証し，男性の時給の上昇と女性の労働時間の増
加は見られたものの，それ以外の指標へのプラス
の効果が確認されなかったことを示している。以
上のように，代替的なリカレント教育の影響につ
いては，必ずしも明確なプラスの影響が見出され
ているとはいえない。

日本では，近年，前述の分類における第 3 のタ
イプの代替的なリカレント教育が注目されてい
る。例えば，日本女子大学のリカレント教育課程
では，ビジネス英語，IT リテラシー，簿記とい
ったビジネススキルと共に，教養科目や各学科専
門科目を選択することもできる 1 年のプログラム
を提供している。（日本女子大学リカレント教育課
程 2019）同課程では，2016 年度以降の就職志望
の修了者の就職率が 93.4％と高く，さらに，受講
開始時には 15.8％だった正社員数の割合が，修了
後は 4 割を超えている。（JBpress 2020）このこと
から，第 3 のタイプの代替的なリカレント教育
は，受講者の雇用および所得にプラスの影響を与
えているといえる。
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Ⅴ　リカレント教育が人的資本の蓄積
　および経済成長に与える影響

１　従来の学校教育とリカレント教育が補完的な

ケース

OECD（2005）は，リカレント教育が人的資本
の蓄積を促進する追加的な生産要素であり，個人
の生産性，イノベーション，そして雇用機会に強
いポジティブなインパクトを及ぼすものである
と評価している。この報告書では，教育期間の 1
年増加に伴い，人的資本が 10％増加すると共に，
GDP が長期的に 4％から 7％増加し得るという調
査結果が紹介され，特に，現役世代の後期中等教
育および高等教育への参加は効果的であるとして
いる。調査では，リカレント教育のタイプが補完
的であるか代替的であるかは区別されていない
が，高等教育は補完的なリカレント教育に該当す
ると考えられることから，補完的なリカレント教
育は人的資本の蓄積および経済成長に対してプラ
スの影響を与えると推察される。

田中（2017）および Tanaka（2018）では，若
年世代，中年世代，引退世代からなる 3 期間世代
重複モデルを用いて，高齢化が補完的なリカレン
ト教育および人的資本の水準に与える影響につい
て理論的に分析している。論文では，高齢化に伴
い，引退後に備えて自身の将来の生産性を高める
ために，若年世代の学校教育への参加率が必ず高
くなると共に，中年世代の補完的なリカレント教
育の水準も高まることが示された。したがって，
補完的なケースでは，高齢化によって人的資本の
蓄積が促進され，一人当たり経済成長率は上昇す
るといえる。

２　従来の学校教育とリカレント教育が代替的な

ケース

Stoikov（1973）は，若者が現時点で高等教育
を受けずに，将来時点で高等教育を受ける場合，
人的資本のロスがどの程度発生するかを分析して
いる。論文によると，妥当なパラメーターの下で
は，若者が高等教育を先延ばしすることによる人
的資本のロスの現在価値が，将来時点でリカレン

ト教育に投資することによる人的資本のロスの現
在価値を上回っていた。これは，将来時点で代替
的なリカレント教育を受けられるとしても，若者
の時点で教育を受けることが望ましいということ
を意味している。実際，Heckman（2000）は，ア
メリカのデータを用いて，低スキルの中年労働者
のリカレント教育は投資の収益率が低いため，若
者の教育を促進する方が効果的であると述べてい
る。ただし，発展途上国を中心に，流動性制約等
で教育の機会を得られない若者は少なからず存在
するため，代替的なリカレント教育の提供が人的
資本や経済成長に与える影響については別途検討
する必要があると考えられる。

Stoikov（1973）のモデルは，現時点あるいは
将来時点における，1 時点での意思決定を対象と
した静学モデルに基づいているが，Nishimura, 
Yagi and Yano（2004）は，各労働者が現在から
将来にわたって動学的に教育水準および労働時間
を選択し，人的資本を蓄積するモデルを構築し，
人的資本蓄積パターンの非線形性について分析し
ている。この論文では，賃金が相対的に人的資本
集約的であり，人的資本が急速に減耗し，労働者
が十分に若い場合には，労働と教育を交互に選択
することが労働者にとって最適となることが示さ
れている。この結果は，条件次第では，代替的な
リカレント教育も労働者の人的資本の蓄積を促進
することを示唆している。

ま た， 前 述 の 田 中（2017） お よ び Tanaka
（2018）では，高齢化が代替的なリカレント教育
および人的資本の水準に与える影響についても分
析している。そこでは，高齢化が進行すると，老
後に備えて自身の将来の生産性を高めるため，補
完的なケースと同様，若年世代の従来の学校教育
への参加率が上昇する一方，中年世代の代替的な
リカレント教育の水準はむしろ低下することが判
明した。高齢化が進行する経済では，代替的なリ
カレント教育の促進によって必ずしも人的資本の
蓄積が促進されず，一人当たり経済成長率にプラ
スの影響を及ぼすとはいえない。加えて，民間の
自発的な選択に任せた場合，経済全体の成長に十
分な人的資本を蓄積することが困難であり，政府
による支援が必要といえる。
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実証研究では，前述の分類における第 1 のタイ
プ，すなわち初等教育を対象としたリカレント教
育に該当するプログラムとしては，Blunch and 
Pörtner（2011）が挙げられる。この論文は，ガ
ーナの成人に対する識字教育が家計消費に与える
影響について，コミュニティの固定効果や操作変
数法によって内生性をコントロールした計量分析
を行い，学校教育を修了した者がいない家計に関
しては，大人一人当たり消費水準が約 10％高ま
っていることを示している。ただし，家計の教育
水準が高まるほど，識字教育の消費に与える影響
は小さくなり，統計的に有意ではなくなることも
指摘されている。したがって，代替的なリカレン
ト教育が全ての家計には有効とならないものの，
必要性の高い家計に対しては有効に機能している
といえる。

また，Shortlidge（1975）は，インドの村落指
導員（village-level worker, Gramsevak）に対する
リカレント教育が経済の効率性および公平性に
及ぼす影響について分析を行っている。対象と
なったプロジェクトは，インド政府の要請を受
けて，1963 年から 1971 年にかけて，G. B. Pant 
University of Agriculture and Technology が通
常 3 年の農学分野の学士コースより短い 2 年の特
別プログラムを提供したものである。この特別プ
ログラムへの入学者は，通常の学士コースへの入
学者よりも，それまでの学業成績に関する基準
は緩いものの，最低要件として，高等学校およ
び 12 年間の学校教育の試験に合格していること，
村落指導員向けの 2 年間のコースを修了している
こと，そして 5 年間の農業分野での経験あるいは
同等の経験があることの 3 つが課せられていた。
このため，プログラムは前述の分類における第 2
のタイプ，すなわち中等教育の段階の労働者を対
象とした成人教育に該当すると考えられる。論文
では，まず，学生が特別プログラムを留年せずに
修了したと仮定して費用便益分析を行い，通常の
プログラムを終えて州公務員となった学生を比較
し，特別プログラムの社会全体での内部収益率が
8.3％，通常プログラムの場合には 9.9％であるこ
とを示した。一方，特別プログラムによる社会的
な便益が実質的に通常プログラムの所得に等しい

と仮定して費用便益分析を行うと，特別プログラ
ムの社会全体での内部収益率が 13.5％，通常プロ
グラムの場合には 10.3％であることも判明した。
Shortlidge（1975）は，特別プログラムの入学者
が通常プログラムの入学者より平均年齢が 10 年
ほど高いことから，プログラムを 1 年短縮するこ
とで，通常プログラムと少なくとも同程度の効率
性を達成できていると結論付けている。加えて，
公平性の観点からは，特別プログラムの入学者は
通常プログラムの入学者と比較して家計所得が少
なく，また保有する農地面積も小さいことから，
特別プログラムの導入により，大学入学の裾野を
広げることができると評価している。村落指導員
に対するリカレント教育は，個人の知識・スキル
を向上させると共に，彼らによる指導を通じて，
農村に人的資本が蓄積されるため，このようなプ
ログラムは農村開発において重要な役割を果たし
ているといえる。

日本の農業分野では，岩手大学農学部が「いわ
てアグリフロンティアスクール」を開講し，岩手
県の農業を先導する人材育成に取り組んでいる。
このプログラムの対象は，「農業従事者の中でも，
かなりの規模で営農している農家で，農業生産等
についてある程度の知識を有している人」（東北
大学大学院経済学研究科地域イノベーション研究セ
ンター 2010）とされている。同報告書によると，
受講者は 3 つのコースから 1 つ以上のコースを選
択するが，そのうちのアグリキャリア・コースで
は，特に，経営の視点から農業を学び，農業従事
者が「古くから農業に根付いている意識や考え方
を変える」ことを目的とした講義が開講されてい
るとのことである 4）。このプログラムの成果とし
て，受講生が共同で会社を設立し，各受講生が得
意な作物の生産に特化することによって，規模の
経済が生まれ，生産性を高めることができたとい
う事例が報告されている。その一方で，プログラ
ムの課題として，講義内容が農業の現場からかけ
離れる場合があること，農業技術についての知識
を持たない非営農者が授業についていけないケー
スが発生していること等が指摘されている。代替
的なリカレント教育が十分に機能するならば，人
的資本の蓄積および経済成長に対してプラスの影
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響を与え得るが，そのためには，プログラム受講
者のレベル・ニーズとプログラム内容をマッチさ
せることが重要といえる。

３　補完的なリカレント教育と代替的なリカレン

ト教育との間の関係性が与える影響

Ramcharan（2004）は，スキルを持たない労働
者のみによって生産活動が行われるセクターと，
低スキルの労働者と高等教育を受けた高スキルの
労働者が補完しながら生産活動を行うセクターか
らなる 2 部門経済において，各タイプの労働者に
かかる教育のコストが人的資本および経済成長に
どのような影響を与えるのかを理論的に分析して
いる。分析では，現時点での人的資本の蓄積が教
育インフラの整備にプラスの影響を及ぼし，教育
インフラが整備されると，教育投資のコストが低
下して，高スキルの労働者が増加するという循環
が存在する状況を想定し，人材の構成の変化が教
育投資を通じて多様な経済成長のパターンを発生
させることを示している。例えば，低スキルの労
働者が十分存在しない場合には，同じ部門で働く
高スキル労働者の生産性が低下し，教育投資への
インセンティブが損なわれる。同時に，教育投
資の収益率の低下から，教育インフラの整備が
行われなくなり，人的資本の蓄積が阻害されるこ
とで，経済成長に悪影響が及ぶことが示されてい
る。人的資本の限界生産性が逓減し，かつ低スキ
ル労働者と高スキル労働者の生産活動が補完的で
ある経済では，政府が初期の段階で両方のタイプ
の教育投資を同時に行ってはじめて経済成長が達
成される。先進国では補完的なリカレント教育が
中心的となっているものの，異なるタイプの労働
者の生産活動が補完的な場合には，代替的なリカ
レント教育を疎かにしてはいけないといえる。

Ⅵ　結　　論

リカレント教育が注目される経済学的な背景に
は，労働者の雇用・所得の増加，および人的資本
の蓄積・経済成長の促進に対する期待が存在す
る。また，2020 年に入って拡大した新型コロナ
ウイルス感染症に伴って広がった，テレワークや

ビデオ会議等の ICT を活用した働き方の導入等
は，リカレント教育による職業訓練の必要性を飛
躍的に高めている。しかし，リカレント教育の推
進によって，必ずしも期待通りの成果が上がると
は限らない。本研究では，海外の事例も参照しな
がら，リカレント教育が経済に与える影響につい
て考察した。その結果，リカレント教育の効果が
労働者のニーズとプログラム内容とのマッチン
グ，すなわち労働者が従来の学校教育によって到
達した教育レベルとリカレント教育の内容との関
係性に依存することを明らかにした。

従来の学校教育と補完的なリカレント教育につ
いては，一般に，リカレント教育が雇用，所得，
人的資本，経済成長にプラスの影響をもたらす。
しかし，代替的なケースについては，リカレン
ト教育を必要としている層について有効であると
いう研究がある一方で，有意な効果が見られなか
ったとする研究も存在し，必ずしも明確なプラス
の影響が見出されているとはいえないことが明ら
かとなった。以上の結果は，補完的なリカレント
教育についてはさらに促進することが望ましい一
方，代替的なリカレント教育については，一律に
促進することが効率的ではないことを示唆してい
る。

さらに，代替的なリカレント教育といっても，
従来の学校教育の水準（初等教育，中等教育，高
等教育）によって，効果が異なることにも注意が
必要である。OECD をはじめとする海外の研究
の関心は，主として，従来の学校教育の水準が初
等・中等教育である労働者に向けられている。し
かし，日本では，高等教育を受けている労働者が
大半であり，出産等により離職したり，希望の仕
事に転職したりする際に必要となる第 3 のタイプ
の成人教育のニーズが高まっている。

この第 3 のタイプの代替的なリカレント教育に
ついては，復職を目指す女性を対象としたプログ
ラムのような成功事例も存在するが，多くのプロ
グラムは試行錯誤の段階にある。コロナウイルス
感染症拡大に伴う労働環境の激変に対して，例え
ば，太田（2020）は，職業訓練や職業紹介の機能
強化も含め，労働市場をショック耐性の高い状態
に変えていくことの重要性を指摘している。この
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ため，日本においては，第 3 のタイプの代替的な
リカレント教育プログラムの開発がますます必要
とされているといえる。
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 1）成人教育は二義的な概念である。OECD（2005）において，
成人教育は，25 歳から 64 歳の成人が参加する教育と記載さ
れていることから，リカレント教育と同義であるといえる。
その一方で，同報告書は成人教育の中でも，高等教育以前の
教育水準にある低スキルの労働者を対象とした教育に焦点を
当てており，そこで紹介されている先行研究では，しばしば，
成人教育の対象が高等教育以前の教育レベルに限定されてい
る。このように，成人教育には，25 歳から 64 歳の全ての成
人を対象とした教育と高等教育以前の教育水準の成人を対象
とした教育という 2 種類が存在している。本稿の以下の記述
では，前者の広義の成人教育をリカレント教育，後者の狭義
の成人教育を成人教育と記載する。

 2）日本におけるリカレント教育促進の取組みについては，例
えば田中（2016）を参照。

 3）Coelli and Tabasso（2019）は，多くの受講者が，既に保
有している学位よりも低い水準のリカレント教育を受けてい
ることを指摘している。例えば，25–54 歳の男性について，
Certificate Ⅲ（後期中等教育に相当）や Certificate Ⅳ（高等
教育ではない中等後教育課程に相当）レベルのリカレント教
育の受講生のうち，13％が Diploma（実務的な高等教育課程
に相当），14％が Bachelor 以上を既に保有していることが示
されている。このため，本稿では，Coelli and Tabasso（2019）
を代替的なリカレント教育に関する分析として分類している。
また，参加者の教育水準は初等教育レベルから高等教育レベ
ルまで多様であるため，前述の分類における 3 つのタイプの
リカレント教育を全て含むものと考えられる。

 4）なお，この報告書には受講者の教育水準は記載されていな
いが，受講者が既にある程度の知識を有している一方，それ
までの意識や考え方の変革を求められることから，前述の分
類における第 3 のタイプ，すなわち高等教育を既に修了して
いるものの，知識・スキルのアップデートを必要とする労働
者を対象とした成人教育に概ね該当すると考えられる。
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